
介護職員の定着の状況等  
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入職率・離職率  

「訪問介護員＋介護職員」の入職率は28．2％、離職率は20．2％であり、ともに全労働者の入職率（17．4％）及び離職  
率（17．5％）を上回っている。  

（注）正社員は一般労働者よりも概念が狭く、非正社員は、パートタイム労働者よりも概念が広いため、単純に全労働者の一般労働者、パートタイム労働者と   

介護職員の正社員、非正社員との入職率や離職率を比較するには注意が必要である。  
※正社員： 雇用している労働者の雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者や他企業への出向者を除いた者。  

※非正社員：正社員以外の労働者（契約社長、嘱託社員、臨時的雇用者、パートタイム労働者）  

※一般労働者：常用労働者のうちパートタイム労働者を除いた者。  

※パートタイム労働者：常用労働者のうち次のいずれかに該当する労働者をいう。  

ア1日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者。  
イ1日の所定労働時間が一般の労働者と同じで一過の所定労働日数が一般の労働者よりも短い者。  

※入（離）職率：訪問介護員＋介護職員：平成16年10月31日の従事者数に対するその後1年間の採用（離職）音数の割合  
全労働者二  平成17年1月1日現在の常用労働者数に対する1月1日から12月の期間中の入（雛）職者の割合  

資料出所：訪問介護員＋介護職員：事業所における介護労働実態調査（平成18年6月）（介護労働安定センター）  

全労働者：  雇用動向調査（平成17年）（厚生労働省大臣官房統計情報部）  
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平成17年産業別入職率・離職率  
（％）  

（参考）   

入職率  離職率   

調査産業計  17．4  17．5   

鉱業  6．9  8．4   

建設業  11．4  15．2   

‾モー 挺 ‾  11．9  11．7   

電気・ガス・熱供給・水道業  4．6  6．8   

情報通イ言葉  15．0  12．2   

＝＝ ＝：賃 ‾  12．2  13．1   

缶口売りト売業  19．7  20．1   

金高虫・保険業  12＿7  12＿1   

≒⇒ 言  ‾  20．5  19．7   

飲食店、宿テ自業  31．8  32．3   

医療、手喜祉  19．2  18．5   

教育、学習支援業  13．9  13．3   

複合サービス事業  18．3  14．7   

サービス業  

（他lこ分類されなしヽもの）  
22．2  22．3  

資料出所：「雇用動向調査報告」（平成17年）（厚生労働省大臣官房統計情報部）  31  



勤続年数の推移   

勤続年数は、産業計、福祉施設介護員、ホームヘルパーともほぼ横ばいで推移しているが、福祉施設介護員、ホー  
ムヘルパーとも産業計よりも低い水準となっている。   
社会福祉施設職員等退職手当共済制度加入者の平均被共済職員期間は平成17年度で6年3月であり、平成12年  
度より6月短くなっている。また、退職手当給付者の平均在籍期間も短くなっている。  

1．貸金神日豊基本統書十吾周査報告  （単位：年）  

平成12年   平成13年   平成14年   平成15年   平成16年   平成17年   

産業書十男女書十  12．0   12．2   12＿1   12．2   12．1   12．0   

産業書十男性  13．3   13■ 6   13．5   13．5   13．4   13．4   

産業嘗十女性  8．8   8．9   8＿ 8   9．0   9＿ 0   8．7   

ホームヘル′ヾ一男女書十  5．3   5．0   4．8   5■1   4，6   

ホームヘル′く一男性  3．0   2．6   3．7   4．1   2．8   

ホームヘル′く一女性  5．5   5．2   4．9   5＿ 2   4．9   

手苗祉施青史介護長男女書十  5．5   5．7   5＿ 9   5．7   5．1   

手冨祉施嘗受介雄良男性  5．3   5．8   5，8   5．6   4．9   

手高祉方転書生介苫董長女性  5．6   5．7   5．9   5．8   5＿1   

2．社会手百祉施役職且等退  職手当共済筒u度カロ入着  

平成12年度  平成13ご卓度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度   
平均被共済珊艶鼻期間   6年9月   6年6月   6年5月   6年4月   6年3月   6年3月   

■■ ＝ こ二‘   3 7歳3月   3 7歳3月   3 7歳3月   3 7鹿5月   3 7厳6月   37歳9月   

退野馳者数   59．659   63，325   69．345   77．441   85，208   93．341   

退職率  （％）   12．83   12．41   12．60   13．18   13．61   14．12   

3．退職手当給イ寸者の平均  亡 ‘二；・：＝  

平成12年鹿  平成13年鹿  平成14年度  平成15年庚  平成16年鹿  平成17年度   
給イ寸人数   44．380   53，949   51．176   60．050   65．392   71．023   

平均在籍期間   6年0月   5年9月   5年8月   5年8月   5年8月   5年7月   

（参考）※介護労働安定センターの「事業所における介護労働の実態調査」によれば、平成17年11月の平均勤続年数は3．4年。平成14年は3．3年。  
※平成16年厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」によれば、介護職員の平均勤続年数は、5．2年（訪問介護4．2、認知症対応型共同生活介護2．3、  

介護老人福祉施設6．5、介護老人保健施設5．1、介護療養型医療施設5．4））  
※平成16年厚生労働省「社会福祉施設等調査」によれば、従事者の平均勤続年数9．2年（介護職員7．1年）  

※平均被共済職員期間とは、社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している施設等職員の平均加入期間  

資料出所：賃金構造基本統計調査（厚生労働省大臣官房統計情報部）  

独立行政法人福祉医療機構調べ  32   



潜在的介護福祉士の状況  

※ 介護福祉士資格取得者数については、できる限り時点をそろえるため、平成16年9月未現在の人数を用いているが、平成18年5月末現在では約54万5千   

人となっている。   

資料出所：介護保険事業の介護職員■介護福祉士数：介護サービス施設・事業所調査（平成16年10月1日）（実人員ベース）  
介護保険事業以外の介護職員・介護福祉士数：社会福祉施設等調査（平成15年10月1日現在）（実人員ベース）＜介護福祉士数が分かる施設のみ＞  

不就労介護福祉士の就労意向：介護福祉士現況調査（平成14年3月）介護福祉士会調査  33   



現在の仕事や勤務先を選んだ理由   

介護職員の現在の仕事や勤務先を選んだ理由は、「働きがいのある仕事だと思ったから」、「自分の能  

力・個性・資格が生かせると思ったから」が多くなっており、「給与」や「労働条件」の割合よりも、本人の仕事  

内容に対する意欲の割合が高くなっている。  

（単位：％）  

職  種  
総  数   

事業所の種類  事だと思ったから   の希望だったから   働きがいのある仕   自分の能力・個 性1資格が活かせ ると思 
その他   

から   

介護職員  100．0   匪   36．8   6．4   4．8   10．4   35．2   10．1  

訪問介護   100．0   ［司   44．1   2．7   5．1   19．4   34．1   10．0  

認知症対応型  

共同生活介護   
100．0   ［亘］   40．2   5．0   3．4   8．1   33．0   10．2  

介護老人福祉施設   100．0   ［亘司   35．0   7．5   5．4   6．0   33．8   9．8  

介護老人保健施設   100．0   ［亘］   37．0   8．1   4．1   9．5   36．0   9．9  

介護療養型医療施設   100．0   ［垂］   2臥2   5．3   5．7   14．9   40．5   11．5   

（注）構成割合は常勤者の割合である。   

資料出所：介護サービス施設・事業所調査（平成16年）（厚生労働省大臣官房統計情報部）  
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仕事をしていく上での不満や悩み  

介護職員の仕事をしていく上での不満や悩みは、「給与等収入が低い」が最も多く、次いで「有給休暇を  

取りにくい」となっており、現在の仕事や勤務先を選んだ理由とは反対に労働条件での不満や悩みの割合が  

高くなっている。  

（複数回答）  （単位二％）  

入所者（利用 のコミュ  仕事がきつくて  

職   種  総 数  給与等収入が低  労働時間が希望  有給休暇を取り   者）と  に合わない   にくい   その他   特にない   

ある   
体力的に不安が   業務の負担や兼  自分の能力を伸 ばすゆとりがな い  自分の資格や能 力が評価されな い  他の職員との関 係がうまくいか ない  仕事の内容に展  

介護職員  100．0   
再   

8．3   ヰ3．9   3．4   26．8   29．9   20．2   柏4   7．8   14．8   13．0   13．1  

訪問介護   100．0   
［画   

10．7   31．8   2．4   15．0   25．7   17．9   7．7   5．7   10．1   12．8   21．7  

認知症対応型  
共同生活介護   

100．0   
回   9．8   35．4   4．6   11．4   19．2   14．5   7．7   7．8   9．6   川．9   柑．5  

介護老人福祉施設   100．0   42．7   8．8   巨司   3．9   32．4   38．4   22．3   10．2   8．6   16．0   川．2   10．0  

介護老人保健施設   1鳳0   
匝］   

7．0   47．5   3．4   29．0   32．1   21．2   12．1   臥0   17．l   11．9   9．5  

介護療養型医療施設   100．0   
［画   

5．2   37．3   2．4   34．l   19．9   柑．4   ほ5   7．8   16．3   什1   14．1   

（注）構成割合は常勤者の割合である。   

資料出所：介護サービス施設・事業所調査（平成1時）（厚生労働省大臣官房統計情報部）  
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介護福祉士の転職理由は「仕事にやりがいがない」、「職場の人間関係」、「給与が低い」の順で多くなっ  

ている。  

（複数回答）  （単位＝％）  

昇進等、将  
回答者数  仕事にやり  職場の人間  給与が低い   来の見通し  結婚のため   

夜勤や不規  親や知人等  

く単位：人）  がいがない  関係  
がない  

体調を崩し  転居のため  労働条件が  仕事の内容  出産・育児   則勤務等が  社会的に評  体力に自信   に反対され  その他  無回答             た   悪い  がきつい  のため  ある  価が低い  がない  た   

平成15年2月  4，058  三  15．4   14．9   11．4   12．4   10．6  11．3   8．5   了．7   10．6   了．4   4．5   2．9   0．8   29．5   5．1   

平成17年2月  3．293  回  け1   15．0   12．．7   廿6   9．8   臥9   8．2   8．2   7．2   6．0   4．6   3．3   0．7   30．2   什3   

（注）日本介護福祉士会の会員を対象とした調査。調査対象者数は、平成15年は廿500人、平成17年は12．000人。回収率は、平成15年は29・8％、平成17年は29・5％  

資料出所：「那回介護福祉士の就労実態と専門性の意識に関する調査（平成17年3月）」（社団法人日本介護福祉士会）  
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介護職員数の将来推計  
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介護職員数の将来推計  
Ⅰ 介護サービス対象者数の推計   

○ 要介護認定者等数、介護保険利用者数及び後期高齢者（75歳以上）数の推計  単位：万人  

平成16年  平成20年  平成23年  平成26年    平成36年  平成42年  
（2004）  （2008）  （2011）  く2014）  （2024）  （2030）   

予防効果なし【A】   410   520   580   640  
要介護認定者等数  

予防効果あり 【B】  500   540   600  

【c】  330   410   450   500  

介護保険利用者数   うち 施 設   80   100   100   110  

うち 在 宅   250   310   350   390  

後期高齢者（75歳以上）数  【D】   1110  1290  1430  1530  1980  2100  
＜出典＞ 要介護認定者等数：第18回社会保障審議会介護保険部会（平成16年10月29日）資料  

介護保険利用者数：第19回社会保障審議会介護保険部会（平成16年11月15日）資料  
後期高齢者（75歳以上）数：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成14年1月推計）」  

（注1）介護保険利用者数【C】は、現行の要介護認定者等数【A】がベース。なお、要介護認定者等数と一致しないのは、入院、家族介護等により、  
介護保険の利用率が8割程度であるため。  

（注2）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成14年1月推計）」によると、2030年が後期高齢者数のピーク。  

Ⅱ 介護保険事業に従事する介護職員数（常勤換算数）の推計   

○ 平成16年の介護職員数（65．8万人）を基準に、Ⅰの各推計と同じ伸び率で増加すると想定して算定  
単位：万人（常勤換算数）  

平成16年  平成20年  平成23年  平成26年  平成36年  平成42年  
（2004）   （2008）   （2011）   （2014）  （2024）   （2030）   

【A】のケース   65．8  ββ．5  9ユ 7  702．7  

施設  β0．2  β6．7  9∂．β  

β7．9  ββ．7   97．7  26．8 在宅 39．0               【B】のケース              【c】のケース              【D】のケース  76．5  β4．β  90．7  777．4  72〃．5   
＜出輿＞ 平    成16年の介護職  員数：平成 16  年介護サービス施≡   設一事業 所調査   

いずれの推計を使  

用しても、平成26年  
の介護職員数は90  

～100万人程度であ  

り、今後10年蘭で年  
間平均2，5′｝3．5万人  
程度の増加と見込  

まれるム  

（注3）介護職員は、介護保険施設及び居宅サービス事業所等における従事者のうち、介護福祉士、訪問介護員等の介護関係業掛こ従事する者をいう。  
（注4）【c】のケースの推計は、施設・在宅別に推計したものを合計したもの。  39   



○参考：介護職員数を実数ベースで算定したもの  
単位：万人（実人員  

平成16年  平成20年  平成23年  平成26年  平成36年  平成42年  
（2004）   （2008）   （2011）   （2014）  （2024）   （2030）   

【A】のケース   100．2  

施設  722．2  7β2．β  746．6  

724．β  7β5．9  75β．β  

【D】のケース  

【B】のケース  

【c】のケース  

29．8 在宅 70．4   

いずれの推計を使  

用しても、平成28年  
の介護職員数は  

1棚～155万人程度  

であり、今後19年間  

で年間平均4．0～5．5  

万人程度功増加と  

まれる∩  

＜出典＞ 平成16年の介護職員数：平成16年介護サービス施設・事業所調査  

（注5）【c】のケースの推計は、施設■在宅別に推計したものを合計したもの。  

※ 平成16年の介護職員数の、常勤職員と非常勤職員の内訳  

施設：常勤25．9万人（86．7％）、非常勤 4．0万人（13．3％）  

在宅：常勤33．4万人（47．5％）、非常勤37．0万人（52．5％）  
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